【確認書】

１　添付書類確認

	個人事業主
	左記以外
	

	□
	□
	江戸川区物価高騰対策省エネ設備等投資支援補助金申請書【両面】

	□
	□
	導入予定設備の見込額を証明するもの（内訳がわかる見積書や明細書など）

	□
	□
	導入計画書【エネルギー利用最適化支援サービスは不要】

	□
	□
	【省エネ設備】導入するもののメーカー・型番のわかるパンフレットやカタログ等の写し

	□
	□
	【省エネ設備】現行設備のメーカー・型番のわかるもの（カタログ・写真など）

	□
	□
	【発電・蓄電設備、該当する方のみ】型番のわかるパンフレットやカタログ等の写し

	□
	□
	購入資金を証明するもの（融資を受けることがわかるもの【区融資あっせんの場合は不要】や、手元資金の場合は通帳の写し）

	□
	□
	【事業所が賃貸の場合のみ】承諾書

	□
	□
	【手続を委任する場合のみ】委任状

	□
	□
	確認書【本書類・両面】

	□
	□
	購入前の現況写真

	□
	
	申請者の住民票の写し（個人番号省略）※1

	□
	
	開業届の写し

	□
	
	申請者の特別区民税・都民税納税証明書又は非課税証明書
（いずれも補助金の交付決定をする年度の前年度相当分のもの）

	□
	
	直近の個人事業税の納税を証明できるもの（非課税の場合除く）

	□
	
	直近の青色申告書又は白色申告書の写し

	
	□
	商業・法人登記簿謄本（写しでも可。本店所在地の表記があるもの）

	
	□
	直近の法人住民税の納税を証明できるもの（又は非課税証明書）

	
	□
	直近の法人事業税の納税を証明できるもの（又は非課税証明書）

	
	□
	財務状況を証明するもの（確定申告書（別表一・貸借対照表・損益計算書）、決算報告書　など）


２　誓約
以下の事項に該当することを確認し、署名欄に記入のうえ提出ください。
↓「✓」をお願いします。
✓　中小企業者、学校法人、一般社団法人、一般財団法人、公益社団法人、公益財団法人、特定非営利活動
法人、医療法人、社会福祉法人、その他区が承認した法人である。
✓　区内の事業所、店舗、工場、倉庫等であって、交付申請時点で開設後１年以上経過している。
✓　個人事業主は住民税、個人事業税、法人は法人都民税、法人事業税を滞納していない。
✓　区が求めた報告、書類又は証明書の提出を確実に履行できる体制を有している。
✓　法令遵守の徹底を図っている。

✓　風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２２号）第２条第１号から第５号まで若しくは第２条第５項に掲げる営業を営む者又は当該営業を営む者で構成された団体でない。
✓　日本国憲法施行の日以後において、日本国憲法又は日本国憲法の下に成立した政府を暴力で破壊することを主張する政党その他の団体、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する団体若しくは無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律（平成１１年法律第１４７号）に定める無差別大量殺人行為を行った団体又はこれらの団体の支配若しくは影響の下に活動しているものと認められる団体若しくは個人でない。
上記確認事項に相違ないことを誓約します。
　　年　　月　　日
【署名欄】
屋号または会社名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
役職名（法人のみ記入）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
個人事業主名または代表取締役名（自署）
※法人の場合は記名押印してください。法人以外でも、個人事業主が手書きしない場合は記名押印してください。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
印









